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1 .　 温室効果ガス排出量の推計方法

本計画における温室効果ガス排出量は「 地方公共団体実行計画（ 区域施策編） 策定・ 実施

マニュ アル（ 算定手法編）」（ 令和 5 年 3 月環境省）〔 標準的手法〕の推計方法に準じ た方法に

より 算定し まし た。

基本的な算定方法

各温室効果ガス排出量は、 温室効果ガスを 排出する活動量に排出係数を 乗じ て算定し ま

し た。

算定式

●活動量と は、 温室効果ガス排出量と 相関のある排出活動の規模を 表す指標で、 エネル

ギーの消費量や焼却量等、 活動により 異なり ます。

●排出係数と は、 活動量当たり の温室効果ガス排出量で、 地球温暖化対策推進法施行令

第 3 条及び「 地方公共団体実行計画（ 区域施策編）策定・ 実施マニュ アル（ 算定手法編）」

に示さ れた値を 用いまし た。

二酸化炭素換算値の算定方法

温室効果ガス排出量の二酸化炭素換算値は、 各温室効果ガス排出量に地球温暖化係数を

乗じ て算定し まし た。

算定式

●地球温暖化係数と は、 温室効果ガスの種類ごと に地球温暖化をも たら す程度を CO2 と

の比で表し たも のです。 例えば、CH4 の地球温暖化係数は 25 で、CH4 を 1t 排出するこ

と は CO2 を 25t 排出するこ と と 同じ 温室効果があるこ と を 意味し ます。

各温室効果ガス排出量＝活動量×排出係数

温室効果ガス排出量（ CO2 換算量） ＝各温室効果ガス排出量×地球温暖化係数
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(1) エネルギー起源二酸化炭素

区分 算定方法 資料

産
業
部
門

製造業
環境省が「 地方公共団体実行計画策定・ 実施支援サイ ト 」 にお
いて提供し ている「 自治体排出量カ ルテ」 によ り 算定

（ 鹿児島県の排出量を製造品出荷額で按分し て推計）

自治体排出量カ ルテ
（ 環境省）
都道府県別エネルギー消費統計

（ 資源エネルギー庁）
経済セン サス： 活動調査

（ 経済産業省）

建設業・ 鉱業

同上
（ 鹿児島県の排出量を従業者数で按分し て推計）

自治体排出量カ ルテ
（ 環境省）
都道府県別エネルギー消費統計

（ 資源エネルギー庁）
経済セン サス： 活動調査

（ 経済産業省）

農林水産業

業務その他部門

家庭部門
同上

（ 鹿児島県の排出量を世帯数で按分し て推計）

自治体排出量カ ルテ
（ 環境省）
都道府県別エネルギー消費統計

（ 資源エネルギー庁）
住民基本台帳

（ 総務省）　

運
輸
部
門

自動車
同上

（ 全国の排出量を 自動車保有台数で按分し て推計）

自治体排出量カ ルテ
（ 環境省）
総合エネルギー統計

（ 資源エネルギー庁）
市区町村別自動車保有車両台数統計
市町村別軽自動車車両数

船舶
同上

（ 全国の排出量を 入港船舶総ト ン 数で按分し て推計）

自治体排出量カ ルテ
（ 環境省）
総合エネルギー統計

（ 資源エネルギー庁）
港湾統計年報

（ 国土交通省）

※エネルギー転換部門の温室効果ガス排出量は各部門に配分さ れている。

(2) 非エネルギー起源二酸化炭素

区分 推計方法概要 資料

廃棄物分野

・ 一廃
奄美市における 一般廃棄物直接焼却量と 組成割合、 水分割
合よ り 求めた廃棄物の焼却量を 基に算定

・ 産廃
奄美市における 産業廃棄物焼却量を 基に算定

一般廃棄物処理実態調査結果
（ 環境省）
地方公共団体実行計画（ 区域施策編）
算定・ 実施マニュ アル（ 算定手法編）

（ 環境省）

(3) メ タ ン

区分 推計方法概要 資料

農
業
分
野

水田 奄美市の水稲の作付面積を基に算定
奄美群島の概要

（ 鹿児島県）

家畜の飼養

（ 消化管内発酵）
奄美市の家畜飼養頭羽数を基に算定

奄美群島の概要
（ 鹿児島県）

家畜の排せつ物

管理
奄美市の家畜飼養頭羽数を基に算定

奄美群島の概要
（ 鹿児島県）

農作物残さ の

野焼き
奄美市における 農作物の収穫量と 残さ の比率・ 野焼き 率によ
り 求めた農業作物残さ の野焼き 量を基に算定

奄美群島の概要
（ 鹿児島県）
算定・ 実施マニュ アル（ 算定手法編）

（ 環境省）
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区分 推計方法概要 資料

廃
棄
物
分
野

廃棄物の焼却

・ 一廃
奄美市における 炉種ごと の一般廃棄物焼却量を 基に算定

・ 産廃
奄美市における 産業廃棄物焼却量を基に算定

一般廃棄物処理実態調査結果
（ 環境省）
産業廃棄物実態調査

（ 鹿児島県）

廃棄物の埋立 対象がないため、 算定せず －

排水の処理

・ 産業排水
奄美市内の製造業の業種別用水量と 排水割合・ 有機物量・
排水さ れる割合よ り 求めた排水中の有機物量を 基に算定

・ し 尿処理施設
奄美市における し 尿・ 浄化槽汚泥量の処理量を 基に算定

・ 終末処理場
奄美市内の終末処理量実績値を 基に算定

・ コ ミ ュ ニティ プラ ン ト 、 浄化槽、 く み取り 便槽
奄美市における 処理対象人員を 基に算定

経済セン サス： 活動調査
（ 経済産業省）
一般廃棄物処理実態調査結果

（ 環境省）
流域別下水道整備総合計画調査

（ 国土交通省）
　 施設及び業務概況に関する調

（ 奄美市）

燃
料
の
燃
焼
分
野

家庭用機器
鹿児島県における 灯油、LPG 、 都市ガスの消費量を 世帯数で
按分し て算定

都道府県別エネルギー消費統計
（ 資源エネルギー庁）
住民基本台帳

（ 総務省）

自動車の走行
鹿児島県における 燃料別・ 車種別走行距離を 自動車保有台数
で按分し て算定

自動車燃料消費調査
（ 国土交通省）
鹿児島県統計年鑑

（ 鹿児島県）
自動車保有台数

（ 自動車検査登録情報協会）

船舶
全国における 軽油、A 重油、C 重油消費量を 入港船舶総ト ン 数
で按分し て算定

総合エネルギー統計
（ 資源エネルギー庁）
港湾統計年報

（ 国土交通省）

(4) 一酸化二窒素

区分 推計方法概要 資料

農
業
分
野

家畜の排せつ物

管理
奄美市の家畜飼養頭羽数を 基に算定

奄美群島の概要
（ 鹿児島県）

農作物残さ の

野焼き
奄美市における 農作物の収穫量と 残さ の比率・ 野焼き 率によ
り 求めた農業作物残さ の野焼き 量を 基に算定

奄美群島の概要
（ 鹿児島県）
算定・ 実施マニュ アル（ 算定手法編）

（ 環境省）

農
用
地
の
土
壌

農作物残さ

のすき 込み
奄美市における 農作物の収穫量と 乾物率、 残さ 率、 野焼き 率
により 求めたすき 込みさ れた作物残さ 量を 基に算定

奄美群島の概要
（ 鹿児島県）
算定・ 実施マニュ アル（ 算定手法編）

（ 環境省）

肥料の施肥
奄美市における 農作物の耕地面積と 単位面積当たり 化学肥料・
有機肥料窒素施肥量よ り 求めた各農作物の窒素施肥量を 基に
算定

奄美群島の概要
（ 鹿児島県）

廃
棄
物
分
野

廃棄物の焼却

・ 一廃
奄美市における 炉種ごと の一般廃棄物焼却量を 基に算定

・ 産廃
奄美市における 産業廃棄物焼却量を基に算定

一般廃棄物処理実態調査結果
（ 環境省）
産業廃棄物実態調査

（ 鹿児島県）

排水の処理

・ 産業排水
奄美市内の製造業の業種別用水量と 排水割合・ 有機物量・
排水さ れる割合よ り 求めた排水中の有機物量を 基に算定

・ し 尿処理施設
奄美市における し 尿・ 浄化槽汚泥量の処理量を 基に算定

・ 終末処理場
奄美市内の終末処理量実績値を 基に算定

・ コ ミ ュ ニティ プラ ン ト 、 浄化槽、 く み取り 便槽
奄美市における 処理対象人員を 基に算定

経済セン サス： 活動調査
（ 経済産業省）
一般廃棄物処理実態調査結果

（ 環境省）
流域別下水道整備総合計画調査

（ 国土交通省）
　 施設及び業務概況に関する 調

（ 奄美市）
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区分 推計方法概要 資料

燃
料
の
燃
焼
分
野

家庭用機器
鹿児島県における 灯油、LPG 、 都市ガスの消費量を 世帯数で
按分し て算定

都道府県別エネルギー消費統計
（ 資源エネルギー庁）
住民基本台帳

（ 総務省）

自動車の走行
鹿児島県における 燃料別・ 車種別走行距離を 自動車保有台数
で按分し て算定

自動車燃料消費調査
（ 国土交通省）
鹿児島県統計年鑑

（ 鹿児島県）
自動車保有台数

（ 自動車検査登録情報協会）

船舶
全国における 軽油、A 重油、C 重油消費量を 入港船舶総ト ン 数
で按分し て算定

総合エネルギー統計
（ 資源エネルギー庁）
住民基本台帳

（ 総務省）

製
品
の
使
用
分
野

麻酔剤の使用 全国の排出量を 病床数で按分し て算定
日本国温室効果ガスイ ンベント リ 報告書

（ 国立環境研究所）
医療施設調査（ 厚生労働省）

(5) 代替フ ロン等 4 ガス

区分 推計方法概要 資料

ハ
イ
ド
ロ
フ
ル
オ
ロ
カ
ー
ボ
ン
類

家庭用冷蔵庫

の使用・ 廃棄
全国の排出量を 世帯数で按分し て算定

日本国温室効果ガスイ ンベント リ 報告書
（ 国立環境研究所）
国勢調査

（ 総務省）
住民基本台帳（ 総務省）

家庭用エアコ ン の

使用・ 廃棄
全国の排出量を 世帯数で按分し て算定

日本国温室効果ガスイ ンベント リ 報告書
（ 国立環境研究所）
住民基本台帳（ 総務省）

業務用冷凍空調機

器の使用・ 廃棄
全国の排出量を 事業所数で按分し て算定

日本国温室効果ガスイ ンベント リ 報告書
（ 国立環境研究所）
経済セン サス（ 経済産業省）

自動販売機の使

用・ 廃棄
全国の排出量を 人口で按分し て算定

日本国温室効果ガスイ ンベント リ 報告書
（ 国立環境研究所）
住民基本台帳（ 総務省）

カ ーエアコ ン の使

用・ 廃棄
全国の排出量を 自動車保有数で按分し て算定

日本国温室効果ガスイ ンベント リ 報告書
（ 国立環境研究所）
鹿児島県統計年鑑

（ 鹿児島県）
全国自動車登録台数

（ 自動車検査登録情報協会）

発泡剤の使用 全国の排出量を 世帯数で按分し て算定
日本国温室効果ガスイ ンベント リ 報告書

（ 国立環境研究所）
住民基本台帳（ 総務省）

消火剤の使用 全国の排出量を 世帯数で按分し て算定
日本国温室効果ガスイ ンベント リ 報告書

（ 国立環境研究所）
住民基本台帳（ 総務省）

エアゾール・ M D I

（ 定量噴射剤）

の使用・ 廃棄

・ 一般用
全国の排出量を 人口で按分し て算定

・ 医療用
全国の排出量を 病床数で按分し て算定

日本国温室効果ガスイ ン ベン ト リ 報
告書

（ 国立環境研究所）
住民基本台帳（ 総務省）
医療施設調査（ 厚生労働省）
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2 .　 現状すう 勢の推計方法

現状すう 勢（ 以下 BAU ） 排出量は、 温室効果ガス排出量について、 今後、 追加的な対策

を見込まないまま推移し たと 仮定し た温室効果ガス排出量の推計値です。

2030 年現状すう 勢活動量の推計方法

区分 推計指標 推計方法

産
業
部
門

製造業
市内総生産

（ 製造業）
今後大き な伸びはないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度の平均値によ り 推計

建設業・ 鉱業
市内総生産

（ 建設・ 鉱業）
今後大き な伸びはないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度の平均値によ り 推計

農林水産業
市内総生産

（ 農林水産業）
今後大き な伸びはないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度の平均値によ り 推計

民生（ 業務） 部門
市内総生産

（ 業務その他）
今後大き な伸びはないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度の平均値によ り 推計

民生（ 家庭） 部門 世帯数
「 日本の世帯数の将来推計（ 都道府県別推計）」（ 国立社会保障・ 人口問題研
究所）によ る 鹿児島県の将来推計を 基に、2 0 2 0 年度比約 9 2％と し て、 こ
れに比例する と し て推計

運
輸
部
門

自動車 自動車保有台数
1 人当たり 自動車保有台数の将来推計値と「 奄美大島人口ビ ジョ ン 2 0 2 0 」
によ る 人口の将来推計を基に、2 0 2 0 年度比約 9 4％と し て推計

船舶 エネルギー消費量 今後大き な伸びはないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度の平均値によ り 推計

燃
料
燃
焼
分
野

家庭機器 世帯数
「 日本の世帯数の将来推計（ 都道府県別推計）」 ( 国立社会保障・ 人口問題研
究所）よ り 、 鹿児島県の 2 0 3 0 年度の推計値を 基に、2 0 2 0 年度比約 9 2％
と し て、 こ れに比例すると し て推計

自動車の走行 自動車保有台数
1 人当たり 自動車保有台数の将来推計値と「 奄美大島人口ビ ジョ ン 2 0 2 0 」
によ る 人口の将来推計を基に、2 0 2 0 年度比約 9 4％と し て推計

船舶 エネルギー消費量 今後大き な伸びはないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度の平均値によ り 推計

廃
棄
物
分
野

一般廃棄物の焼却 一般廃棄物焼却量
「 日本の世帯数の将来推計（ 都道府県別推計）」（ 国立社会保障・ 人口問題研
究所）によ る 鹿児島県の将来推計を 基に、2 0 2 0 年度比約 9 2％と し て、 こ
れに比例する と し て推計

産業廃棄物の焼却 産業廃棄物焼却量 今後の変動がないも のと し 、2 0 2 0 年度値によ り 推計

廃棄物の埋立 産業廃棄物埋立量 今後の変動がないも のと し 、2 0 2 0 年度値によ り 推計

排水処理

産業排水用水量 今後の変動がないも のと し 、2 0 2 0 年度値によ り 推計

終末処理場
公共下水道人口

「 奄美大島人口ビ ジョ ン 2 0 2 0 」 によ る 人口の将来推計を 基に、2 0 2 0 年度
比約 8 3％と し て、 こ れに比例する と し て推計

コ ミ ュ ニ テ ィ ・ プ ラ ン
ト の処理人口

「 奄美大島人口ビ ジョ ン 2 0 2 0 」 によ る 人口の将来推計を 基に、2 0 2 0 年度
比約 8 3％と し て、 こ れに比例する と し て推計

既存単独処理浄化槽の
処理人口

「 奄美大島人口ビ ジョ ン 2 0 2 0 」 によ る 人口の将来推計を 基に、2 0 2 0 年度
比約 8 3％と し て、 こ れに比例する と し て推計

し 尿処理施設（ コ ミ ュ ニ
テ ィ プ ラ ン ト と 浄化槽
人の合計） 人口

「 奄美大島人口ビ ジョ ン 2 0 2 0 」 によ る 人口の将来推計を 基に、2 0 2 0 年度
比約 8 3％と し て、 こ れに比例する と し て推計

浄化槽（ 既存単独処理浄
化槽を除く ）の処理人口

「 奄美大島人口ビ ジョ ン 2 0 2 0 」 によ る 人口の将来推計を 基に、2 0 2 0 年度
比約 8 3％と し て、 こ れに比例する と し て推計

く み取り 便所の便槽の
処理人口

「 奄美大島人口ビ ジョ ン 2 0 2 0 」 によ る 人口の将来推計を 基に、2 0 2 0 年度
比約 8 3％と し て、 こ れに比例する と し て推計
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区分 推計指標 推計方法

農
業
分
野

水田 水稲作付面積 今後大き な伸びがないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度平均値により 推計

耕地における肥料

の使用
耕地面積 今後大き な伸びがないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度平均値により 推計

家畜の消化内発酵

乳用牛の飼養頭数 今後大き な伸びがないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度平均値により 推計

肉用牛の飼養頭数 今後大き な伸びがないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度平均値により 推計

豚の飼養頭数 今後大き な伸びがないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度平均値により 推計

家畜の排せつ物

管理

乳用牛の飼養頭数 今後大き な伸びがないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度平均値により 推計

肉用牛の飼養頭数 今後大き な伸びがないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度平均値により 推計

豚の飼養頭数 今後大き な伸びがないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度平均値により 推計

採卵鶏の飼養頭数 今後大き な伸びがないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度平均値により 推計

ブロ イ ラ ーの飼養頭数 今後大き な伸びがないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度平均値により 推計

農作物残さ の野焼

き 及びすき 込み
耕地面積 今後大き な伸びがないも のと し 、2 0 1 6 ～ 2 0 2 0 年度平均値により 推計

製
品
の
使
用
分
野

麻酔剤の使用 病床数
「 奄美大島人口ビ ジョ ン 2 0 2 0 」 によ る 人口の将来推計を 基に、2 0 2 0 年度
比約 8 3％と し て、 こ れに比例する と し て推計

代
替
フ
ロ
ン
等

家庭用冷蔵庫から

の排出
世帯数

「 日本の世帯数の将来推計（ 都道府県別推計）」（ 国立社会保障・ 人口問題研
究所）よ り 、 鹿児島県の 2 0 3 0 年度の推計値を 基に、2 0 2 0 年度比約 9 2％
と し て、 こ れに比例する と し て推計

業務用冷凍空調機

器から の排出
事業所数

鹿児島県の事業所数の将来推計よ り 2 0 2 0 年度比約 9 0％と し て、 こ れに
比例する と し て推計

自動販売機から の

排出
人口

「 奄美大島人口ビ ジョ ン 2 0 2 0 」 によ る 人口の将来推を 基に、2 0 2 0 年度比
約 8 3％と し て、 こ れに比例する と し て推計

家庭用エアコ ン か

ら の排出
世帯数

「 日本の世帯数の将来推計（ 都道府県別推計）」（ 国立社会保障・ 人口問題研
究所）よ り 、 鹿児島県の 2 0 3 0 年度の推計値を 基に、2 0 2 0 年度比約 9 2％
と し て、 こ れに比例する と し て推計

カ ーエアコ ンから

の排出
自動車保有台数

1 人当たり 自動車保有台数の将来推計値と「 奄美大島人口ビ ジョ ン 2 0 2 0 」
によ る 人口の将来推計を 基に、2 0 2 0 年度比約 9 4％と し て推計

発泡剤から の排出 世帯数
「 日本の世帯数の将来推計（ 都道府県別推計）」（ 国立社会保障・ 人口問題研
究所）よ り 、 鹿児島県の 2 0 3 0 年度の推計値を 基に、2 0 2 0 年度比約 9 2％
と し て、 こ れに比例する と し て推計

エアゾールから の

排出
人口

「 奄美大島人口ビ ジョ ン 2 0 2 0 」 によ る 人口の将来推計を 基に、2 0 2 0 年度
比約 8 3％と し て、 こ れに比例する と し て推計

消火剤から の排出 世帯数
「 日本の世帯数の将来推計（ 都道府県別推計）」（ 国立社会保障・ 人口問題研
究所）よ り 、 鹿児島県の 2 0 3 0 年度の推計値を 基に、2 0 2 0 年度比約 9 2％
と し て、 こ れに比例する と し て推計
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3 .　 カ ーボンニュ ート ラ ル・ 地球温暖化実行計画に係る意識調査結果

■市民アンケート

アンケート 回答者の性別、 年齢、 職業等

  性  別           年  齢           職  業 

  家族構成           住居形態       奄美市で の居住年数 

  自宅で 導入済みの省エ ネ ・ 再エ ネ の取組【 複数回答】  

男性, 229

女性, 145

10代, 1 20代, 4
30代, 28

40代, 38

50代, 62

60代, 68

70代以上, 

159

学生, 1 専業主婦, 4

会社員, 28

自営業, 

38

公務員, 

62
パート ・

アルバイ

ト , 68

無職, 159

単身, 132

夫婦, 128

二世代

（ 親子） , 

98

三世代, 6
その他, 

14

持ち家一

戸建, 237

持ち家マンショ ン, 7

借家一戸

建, 31

賃貸マンショ

ン・ アパート , 65

その他, 32 1年未満, 

11

1～4年, 35

5～9年, 

36

10～19年, 

3720年以上, 

258

名瀬, 301

住用, 19

笠利, 57

13 6
19

6 7 1 8 1 4

203

15
2 7 14
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Ｄ
照
明

太
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器

Ｅ
Ｖ
充
電
器

Ｅ
Ｖ
、
Ｐ
Ｈ
Ｅ
Ｖ

そ
の
他

  居住地域 
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環境問題と 環境に関する動向・ 施策について

問１ 　 関心を 持っ ている環境問題について

環境問題への関心について、 最も 多かっ たのは地球温暖化問題（ 299 名）であり 、 次い

で川や海の汚染であっ た。 以下、 自然・ 生き 物（ 165 名）、 大気汚染（ 148 名）、 廃棄物（ 146

名）であっ た。

148

299

228

82

43 33

146
165

8

0

50

100

150

200

250

300

350

大
気
汚
染

地
球
温
暖
化

川
や
海
の
汚
染

土
壌
汚
染

騒
音
・
振
動

悪
臭

廃
棄
物

自
然
・
生
き
も
の

そ
の
他

問２ 　 環境に関する動向や施策に対し ての認知について

環境に関する動向や施策について、 最も 多く 知ら れていたのは「 世界自然遺産」 が 87 ％

（ 334 人） で、 次に「 持続可能な開発目標（ SDGs）」 が 40 ％（ 152 人）、「 カ ーボン ニュ ー

ト ラ ル」 33%（ 126 人）であっ た。

また、 最も 知ら れていなかっ たのは「 ゼロカ ーボンアク ショ ン 30 」が63%（ 243 人）で、

次に「 奄美世界自然遺産活用プラ ッ ト ホーム」 が 58 ％（ 221 人）であっ た。

126

152

81

103

33

334

86

28

16

167

119

179

168

122

24

163

111

99

67

81

92

88

129

7

109

221

243

24

32

32

25

27

19

26

24

26

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

カ ーボンニュ ート ラ ル

持続可能な開発目標

パリ 協定

国の温室効果ガス排出削減目標

県の温室効果ガス排出削減目標

世界自然遺産登録

奄美大島生物多様性地域戦略

奄美市世界自然遺産活用プラ ッ ト ホーム

ゼロカ ーボンアク ショ ン30

内容を知っ ている 聞いたこ と はあるが内容は知ら ない 知ら ない 無回答
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（ 脱炭素・ ゼロカ ーボン）について

問３ 　 カ ーボン ニュ ート ラ ル（ 脱炭素・ ゼロ カ ーボ

ン）は達成すべき かどう か

カ ーボン ニュ ート ラ ルの達成について、「 経済

を 考慮し たう え で 達成すべき 」 が 50 ％で 最も 多

く 、 以下、「 経済を 優先し 、 で き る 範囲で 達成す

べき 」 が 29 ％、「 最優先で達成すべき 」 が 17 ％で

あっ た。

問４ 　 普段の生活において、 カ ーボン ニュ ート ラ ル

（ 脱炭素、 ゼロカ ーボン）を 意識し ているか

普段の生活における カ ーボン ニュ ート ラ ルにつ

いて、「 ある 程度意識し て いる 」 が 48 ％で最も 多

く 、 以下、「 あまり 意識し ていない」 が 36 ％、「 全

く 意識し ていない」 が 11 ％であっ た。

問５ 　 カ ーボン ニュ ート ラ ルについて意識し ていな

い理由【 複数回答】

普段の生活において カ ーボン

ニ ュ ート ラ ルを 意識し な い理由

について、「 何を し てよ いかわか

ら ない」 が 121 人で最も 多く 、 以

下、「 手間や費用がかかる 」 で 35

人、「 難し そ う 」 が 14 人、「 取り

組んで も 意味がな い」 が 10 人で

あっ た。 ま た、 そ の他の理由と

し て、「 家族でも 意識に格差があ

る 」、「 理解で き な い」、「 カ ーボ

ン ニ ュ ート ラ ルが何かを 理解で

き ない」 などがあっ た。

ゼロカ ーボンアク ショ ン 30 について

問６ 　 ゼロカ ーボンアク ショ ン 30 に関する具多的な取組について

＜エネルギーの節約・ 転換について＞

「 節水」 や「 節電」 については、95 ～ 97 ％の人が「 既に取り 組んでいる 」、「 取り 組んで

みたい」 と の回答であっ た。 また、「 宅配サービスを でき るだけ 1 回で受け取る」 や「 省エ

ネ家電の導入」、「 ク ールビズ・ ウォ ームビス」 については、 約 77 ％の人が「 取り 組んでい

る」、「 取り 組んでみたい」 と の回答であっ た。

一方、「 HEMS 等を 利用し 家庭内の電気使用量を 確認する 」、「 再生エネルギー電気への

切替」 については、29 ～ 30 ％の人が「 取り 組む予定はない」 と の回答であっ た。

最優先で達成すべき

17%

経済を考慮し たう えで達成すべき

50%

経済を優先し 、 でき

る範囲で達成すべき

29%

達成する必要はない

4%

意識し て生

活し ている

5%

ある程度意識

し て生活し て

いる

48%

あまり 意識

し ていない

36%

全く 意識し

ていない

11%

121

14

35

10
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22

151

266

250

106

126

21

214

143

94

100

190

169

199

112

51

12

18

57

57

130

36

39

12

16

31

32

34

0% 20% 40% 60% 80% 100%

再生エネルギー電気への切替

ク ールビズ・ ウォ ームビス

節電

節水

省エネ家電の導入

宅配サービスをできるだけ1回で受け取る

HEMS等を利用し 家庭内の電気使用量を確認する

既に取り 組んでいる 取り 組んでみたい 取り 組む予定はない 無回答

＜サスティ ナブルフ ァ ッ ショ ンについて＞

サスティ ナブ ルフ ァ ッ ショ ン について、「 既に取り 組んでいる 」 と 回答が多かっ たのは

「 今持っ ている 服を 長く 大切に着る 」 が 78%（ 299 人） で、 次に「 長く 着ら れる 服を 選ぶ、

おさ がり を 着る 」 が 54%（ 206 人） であっ た。 ま た、「 リ サイ ク ル素材など 環境に配慮し

た服を 選ぶ」 について、「 既に取り 組んでいる 人」 は 20%（ 77 人）であっ たが、「 取り 組ん

でみたい」 と 回答し た人は 54%（ 207 人）いた。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既に取り 組んでいる 取り 組んでみたい 取り 組む予定はない 無回答

299

206

77

62

101

207

15

56

78

8

21

22

今持っ ている服を長く 大切に着る

長く 着ら れる服を選ぶ、 おさ がり を着る

リ サイ ク ル素材など環境に配慮し た服を選ぶ

＜ CO2 の少ない交通手段＞

「 自転車の活用やエコ ド ラ イ ブの推進」 について、「 既に取り 組んでいる 」 と 回答し た人

が最も 多く 27 ％（ 102 人） であり 、 次に「 バスの莉用」 が 17%（ 64 人） であっ た。 また、

「 取り 組んでみたい」 と の回答が最も 多かっ たのは「 電気自動車やハイ ブリ ッ ド 車の導入」

が46％（ 176 人）、 次に「 自転車の活用やエコ ド ラ イ ブの推進」が44%（ 168 人）であっ た。

0% 20%10% 40%30% 60%50% 80%70% 90% 100%

既に取り 組んでいる 取り 組んでみたい 取り 組む予定はない 無回答

102

37

64

168

176

113

89

139

182

25

32

25

自転車の活用やエコ ド ラ イ ブの推進

電気自動車やハイ ブリ ッ ド 車の導入

バスの利用
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＜３ R（ リ デュ ース、 リ ユース、 リ サイ ク ル） ＞

３ R については、 各取り 組みにおいて「 既に取り 組んでいる」と し た回答が多かっ た（ 66

～ 84 ％）も のの、「 フ リ ーマーケッ ト やシェ アリ ンク の活用」 に「 既に取り 組んでいる」 と

回答し た人は18％（ 68 人）であっ た。 また、「 取り 組んでみたい」と 合わせても 65％（ 250

人）に留まっ た。

300

255

68

323

49

99

182

38

21

15

108

10

14

15

26

13

マイ バッ グ、 マイ ボト ル等

を使う

修理や補修をし て長く 使う

フ リ ーマーケッ ト や

シェ アリ ングの活用

ごみの分別処理

既に取り 組んでいる 取り 組んでみたい 取り 組む予定はない 無回答

0% 20%10% 40%30% 60%50% 80%70% 90% 100%

＜食品ロス＞

食品ロ スについては、「 食事を 食べ残さ ない」、「 食材の買い物や保存等での食品ロス削

減の工夫」 及び「 旬の食材、 地元の食材を 使っ た食生活」 について「 既に取り 組んでいる 」

と し た回答が 87 ％（ 334 人）、75 ％（ 289 人） であり 、「 取り 組んでみたい」 と の回答を

合わせる と 91 ～ 96 ％であっ た。 一方、「 生ゴミ は自宅でコ ン ポスト（ 堆肥化）」 について

は「 既に取り 組んでいる 」 と いう 回答は 12 ％（ 45 人）で、「 取り 組んでみたい」 と 合わせ

ても 62 ％であっ た。

334

289

225

45

36

72

123

194

5

10

17

129

9

13

19

16

0% 20% 40% 60% 80% 100%

食事を食べ残さ ない

食材の買い物や保存等で

の食品ロス削減の工夫

旬の食材、 地元の食材を

使っ た食生活

生ゴミ は自宅でコ ンポスト

（ 堆肥化）

既に取り 組んでいる 取り 組んでみたい 取り 組む予定はない 無回答
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＜ CO2 の少ない製品・ サービスの選択＞

CO2 の少ない製品・ サービ スの選択については、「 エコ マーク 等のついた環境配慮型の

製品・ サービスの選択」及び「 環境に配慮する企業の商品やサービス利用する」について「 既

に取り 組んでいる」と し た回答は、16 ％（ 62 人）、13 ％（ 48 人）と 少なかっ たも のの、「 取

り 組んでみたい」 と のか回答が 67 ％（ 2 ,576 人）、68 ％（ 263 人）であっ た。

62

48

257

263

43

49

22

24

エコ マーク 等のついた環境配慮型

の製品・ サービスの選択

環境に配慮する企業の商品や

サービスを利用する

既に取り 組んでいる 取り 組んでみたい 取り 組む予定はない 無回答

0% 20%10% 40%30% 60%50% 80%70% 90% 100%

＜環境保全活動への参加＞

環境保全活動への参加について、「 ごみ拾いや植林などの活動」に「 既に取り 組んでいる」

と の回答が 20 ％（ 77 人）、「 取り 組んでみたい」 と の回答が 54 ％（ 206 人）であっ た。

77 7148602
ごみ拾いや植林などの

活動に参加する

既に取り 組んでいる 取り 組んでみたい 取り 組む予定はない 無回答

0% 20%10% 40%30% 60%50% 80%70% 90% 100%

＜太陽光パネルの設置・ 省エネ住宅＞

太陽光パネルの設置・ 省エネ住宅については、「 既に取り 組んでいる 」 と の回答におい

ては、「 木造住宅を 建てる 等、 木造のも のを 取り 入れる 」 が 29 ％（ 111 人） で最も 多く 、

次に、「 住宅の高断熱化、 高効率設備（ LED 、 エコ キュ ート 等）の設置」 が 13 ％（ 48 人）

であっ た。 また、「 取り 組んでみたい」と の回答においては、「 蓄電池・ 蓄エネ給湯器の導入・

設置」 が 48 ％（ 183 人） で最も 多く 、 次は、「 住宅の高断熱化、 高効率設備（ LED、 エコ

キュ ート 等）の設置」 が 46 ％（ 175 人）であっ た。

12

48

16

111

15

18

120

175

183

125

135

126

217

128

148

115

187

196

35

33

37

33

47

44

太陽光パネルの設置

住宅の高断熱化、 高効率設備
（ LED,エコ キュ ート 等）の設置

蓄電池・ 蓄エネ給湯器の導入・
設置

木造住宅を建てる等、 木造の
も のを取り 入れる

分譲も 賃貸も 省エネ物件を選択

テレ ワーク 等により 働き 方を

工夫する

既に取り 組んでいる 取り 組んでみたい 取り 組む予定はない 無回答

0% 20%10% 40%30% 60%50% 80%70% 90% 100%
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問 7　 問 6 以外で行っ ている脱炭素の取組や省エネ行動について

・ 　 家庭で出る落葉、 伐採の枝葉が土にかえす

・ 　 釣り などで外出する 際はゴミ 袋 1 枚に入る量を持も ち、 すべて持ち帰るよ う にし てい

る。

・ 　 今後は、 自給自足の生活を 目指し 、 家庭菜園やオフ グリ ッ ド な生活を 少し ずつ実践し

ていこ う と 思う 。

・ 　 庭に CO2 効果の多い樹木（ 葉の多い木、 どんぐ り の木等）を 植える。

・ 　 物品を 購入する時は無駄になら ないよう にする。 買う 時は自然に戻せる物を 買いたい。

・ 　 地球の自然を 壊さ ないこ と 。 余計な構造物を造ら ないこ と 。

・ 　 一つでも 野菜や花を育てる（ 農薬を使わないで）。

・ 　 綿の衣類は雑巾、 又は仕立て直し てリ フ ォ ームする。

・ 　 ヨ シズや遮光ブラ イ ンド の設置。　 　 　 など

カ ーボンニュ ート ラ ルへの企業や地域の取組について

問８ 　 カ ーボン ニュ ート ラ ルへ取り 組む企業へ

の思い【 複数回答】

カ ーボン ニュ ート ラ ルへ取り 組む企業につ

いて、「 良い印象を 受ける 」 と し た人が最も 多

く 236 人で、 次が「 商品・ サービ ス を 利用し

たい」 と し た人が 183 人であっ た。

問９ 　 カ ーボン ニュ ート ラ ルへ取り 組む地域へ

の思い【 複数回答】

カ ーボン ニュ ート ラ ルへ取り 組む地域につ

いて、「 良い印象を 受ける 」 と し た人が最も 多

く 271 人で、 次が「 観光し てみたい」 と し た人

が 100 人であっ た。
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問 10　 奄美市カ ーボンニュ ート ラ ルへの取組についての思い【 複数回答】

奄美市カ ーボン ニュ ート ラ ルへの取組につい

て、「 良い印象を 受ける 、「 取組についても っ と

知り たい」 と し た人が同数で最も 多く 173 人で

あっ た。 次が「 応援し たい」 と し た人が146 人

であっ たも のの、「 取組に参加、 応援し たい」 と

し た人は 90 人であっ た。

その他の思いについては、「 どんな取組を 行っ

ている のかわから ない」、「 何かを 作っ て防ぐ の

ではなく 、 国民の意識を 育てる」、「 取組方によ

る」 などの意見があっ た。

市への要望等について

問 11　 奄美市の温暖化対策実行計画の策定やカ ーボン ニュ ート ラ ル・ 脱炭素に向けた取組

に対する要望や意見（ 87 件）

・ 　 ゴミ の分別、 も っ と 細かく 分ける、 ペッ ト ボト ルや缶の再利用ができ れば良い。

・ 　 ゴミ を 分別し よう と する心がけがない。 子供達より 大人世代のモラ ルが低いと 思う 。

・ 　 ゴミ の分別が脱炭素へ向けて強化さ れ、 市民へ周知さ れていてほし い。

・ 　 ゴミ の減量化のために、 生ごみを 堆肥にする コ ン ポスト や堆肥ク ワ、 生ゴミ 処理機

の購入のための補助金があれば良い。

・ 　 ゴミ 、 空き 缶、 ペッ ト ボト ル等の放置さ れていない奄美市

・ 　 家庭内でリ サイ ク ルでき る 物を 分けている が、 奄美市の取組が分から ず、 結局一般

ゴミ と し てし まう ので、 も っ と 分かり やすく 説明し た方が協力し やすい。

・ 　 漂着ゴミ で大変なこ と になっ ている。 市民清掃の日など に一度海岸ク リ ーン 作戦を

やっ てほし い。　

・ 　 CO2 の少ない交通機関を 選ぼう と 思っ ても 公共交通機関が少なく 、 現実的に無理で

ある。 市は高齢者への配慮を考えてほし い。

・ 　 公共交通機関の充実による自家用車利用減。 自転車にやさ し い街づく り 。

・ 　 充電施設の設置促進など、 電気自動車が導入し やすい環境整備を お願いし ます。

・ 　 風力発電や太陽光発電など自然エネルギーの活用を積極的に取り 組んでほし い。

・ 　 太陽光パネルを 各建物に設置でき るよう な補助があれば良いと 思います。

・ 　 住宅の高断熱化や太陽光設置に対する補助金を 拡充し てほし いと 思う 。

・ 　 行政と 企業はも ちろ んのこ と 市民の皆様にわかるよう に詳し く 説明し てほし い。

・ 　 市のど こ の係がいつ、 どこ で、 何を する のか説明会や地域の説明など やっ ている か

のか何も わから ない。 いき なり アンケート がき ても わから ない。

・ 　 市と し て重要な事業の一環と し て実施を お願いし ます。　 　 　 など
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問 12　 イ メ ージさ れる 2050 年の奄美市の姿（ 104 件）

・ 　 世界中から 観光客が訪れ、 自然に感動し 移住を 望む。 島内の空き 家がリ フ ォ ーム　

さ れ、 若い世代と 年配者が仲良く 暮ら す。 電気はすべてソ ーラ ー発電でまかなわれ、

島の空気がさ ら にき れいになると いいな。

・ 　 ゴミ の落ちていない奄美市、 管理整備さ れた公園、 緑地帯

・ 　 自然、 文化、 経済、 共存共栄し 発展し てほし い（ 希望）。 ゴミ のないき れいな街（ 山、

川、 海）も 。 多く の方が行き 来し 、 心豊かな暮ら し 。

・ 　 ガソ リ ン 自動車ゼロ（ EV 車、HV 車の完全普及） 奄美市地域全体の CO2 量と CO2 排

出量の比を 市民の目に見える形で常時提供（ 掲示）し 、 意識の啓発に取り 組む。 台風に

も たえら れる 巨大ド ーム型植物園の開設、 運営によ り 世界自然遺産地と し てふさ わし

い観光施設によ り 賑わいの増加。（ ナイ ト ツ アーではなく 、 年中昼間に家族で楽し く 訪

れる こ と のでき る 巨大施設） 沖縄に負けない巨大水族館の建設、 運営によ り 稼ぐ 奄美

の実現。

・ 　 ゴ ミ が散ら かっ て いな かっ たり 、 草ぼう ぼう にな っ て いな い美し い奄美市。 子供　

や高齢者が楽し く 生活でき る施設や公園のある奄美市。

・ 　 カ ーボン ニュ ート ラ ル、SDGs の最先端の島を イ メ ージ。 自然エネルギーの多様化、

食料率 50％。 奄美ら し い自然あふれる住みやすい奄美になっ てると 信ずる。

・ 　 子供の頃から 変わら ない奄美の自然が大好き です。緑深く 山々が輝き 生き 物が伸び々

海も 青く き れいがこ れから も 続く でし ょ う 。

・ 　 現在の生活を続けていると 便利がマイ ナスに多く なると 思います。

・ 　 PR 不足、 対策が市民に浸透し ていないと 思われる。 大き な成果は期待でき ない。

・ 　 人口が半数以上減り 、CO2 排出量も 自然に減る。

・ 　 人口が減少し て おり 、 空き 家が増え る ので 農地に転換し 、 昔の田園風景が復活し 　

ている都市になっ ている。 農畜産業と の共存がある生活。　 　 　 など
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水産業・ 農林, 2

建設, 23

食料品, 6

繊維製品, 4

医薬品, 5

石油・ 石炭, 1
電気機器, 1 

卸売業, 4
小売業, 20

銀行, 2

その他金融, 2

保険, 1

不動産, 1

海運・ 空運, 2

通信, 3

電気・ ガス, 1

サービス, 24

その他, 18

名瀬, 95

住用, 3

笠利, 

20

83

18
8

4 3

0

20

40

60

80

100

0～10人 11～25人 25～50人 50～100人 100人～

事業者数

従業員数（ 人）  

・ 業種について

サービ ス業が最も 多く 2 4 者、 以下、

建設業が 2 3 者、 小売業が 2 0 者であっ

た。

・ 事業者の所在地について

名瀬地区が最も 多く 9 5 者、 笠利地区

2 0 者、 住用地区が3 者であっ た。

・ 従業者数

1 事業者あたり の従業員数は、

正社員、 臨時職員、 パート 等す

べて含めて 1 0 人以下の事業者数

が、 最も 多く 8 3 者であっ た。

1 0 0 人以上の事業者は 3 者で

あっ た。

■事業者　 アンケート 結果

○　 回答のあっ た企業の状況

今回、 奄美市内の 500 事業者にアンケート 用紙を 送付し 、 そのう ち、w eb で 41 者、 郵

送で 73 者、 合計 114 者から 回答があっ た。
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温室効果ガスの排出量算定にいて

問１ 　 カ ーボンニュ ート ラ ルに向けた目標の設定について

①, 1, 1%
②, 3, 3%

③, 30, 26%

④, 80, 70%

① 具体的な 数値目標を 定めて い る  
② 文章と し て 目標を 定め て い る  
③ 目標の設定を 考え て い る  
④ 目標は定めて い な い し 検討も し て い
な い  

問２ 　「 具体的な数値目標を 定めている 」、「 文章と し て目標を 定めている 」 と 回答し た事業

者の目標等

・ 　 市街地は自転車で、 市の郊外はバイ ク で 40 ㎞離れた別教室へは軽自動車で移動。 電

気を徹底的に節約

・ 　 自治体の定める電気・ 水道・ 燃料使用量・ ごみ排出業況などを正確な数値と し て捉え

削減の目標を 明確化する。

・ 　 太陽光発電によるク リ ーンエネルギーの提供

問３ 　「 目標は定めていないし 検討も し ていない」 理由について（ 複数回答）

39
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① ② ③ ④

事業者数 

① 何を し て よ い かわから な い から  
② 難し そ う だ から  
③ 手間や費用がかかる から  
④ 取り 組ん で も 意味がな い から  

目標を 定めていない、 検討も し ていない理由については、「 何をし てよいかわから ない」

と いう 理由が最も 多く 39 者であっ た。 以下、「 難し そう だから 」 が 17 者、「 取り 組んでも

意味がない」 が 5 者であっ た。 その他の意見と し て、

・ 　 医療廃棄物や紙の消費量の削減、 エアコ ンの温度設定、 往診では EV を使用し ている。

・ 　 車・ 電化製品の省エネ、 再生可能エネルギーなどが考えるが、 未検討

・ 　 バイ オマス発電を 行っ ている

と の回答があっ た。

カ ーボンニュ ート ラ ルに向けた目標の設定につ

いては、1 者のみ具体的な数値目標を 定めており 、

文章と し て定めている事業が3 者であっ た。
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問４ 　「 具体的な数値目標を 定めている 」、「 文章と し て目標を 定めている 」 と 答えた者のう

ち、 目標の達成に向けた行動計画やロード マッ プの策定状況について（ 複数回答）

2

0

6

3

0

1

2

3

4

5

6

7

① ② ③ ④

事業者数 

① 策定し て い る  
② 今後策定す る 予定で あ る  
③ 策定し て い な い  
④ 策定し て い な し 、 今後 策定す る 予定は
な い  

ロード マッ プ定めているのは 2 者で、 策定し ていない、 今後策定する予定はないと 回答

し たのは 9 者であっ た。

問５ 　 温室効果ガスの発生状況の算定・ 公表状況について

温室効果ガスの発生状況を 算定し ている のは１ 者のみであり 、 算定はし ている も のの

公表はし ておら ず、 今後も 公表する予定はないと し ていた。

問６ 　 温室効果ガス の発生状況の算定を し

ない理由について

算定し ていない理由については、「 専門

的で 難し い」 が最も 多く 、 以下、「 手間や

費用がかかるから 」、「 取り 組んでも 意味が

ないから 」 であっ た。

その他の意見と し て

・ 　 温室効果ガスの排出がない

・ 　 小規模だから 節約すれば良いと 思う 。

・ 　 算定方法がわから ない。

・ 　 今後、 検討する

などの回答があっ た。

問７ 　 温室効果ガスの排出状況の算定について

問５ で温室効果ガスの排出状況を 算定し てる １ 者については、「 燃料の使用量など自社

で直接的な排出量（ Scope1 ）」 についての算定であっ た。

74
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① ② ③ ④

事業者数
算定をし ない理由

① 専門的で 難し い  
② 手間や費用がかかる から  
③ 取り 組ん で も 意味がな い から  
④ そ の他 
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温室効果ガスの排出量削減への取組について

問８ 　 削減に取り 組んでいる 温室効果ガ

スの種類について【 複数回答】

排出削減に取り 組んでいる 温室効果

ガ ス の種類について は「 二酸化炭素」

が最も 多く 28 者であっ た。 また、「 わ

から ない」 が 76 者あっ た。

問９ 　 消費する電力のう ち再生可能エネルギーの割合について

①, 6 ②, 1
③, 2

④, 1

⑤, 52

⑥, 48

再生可能エネルギーによる 電力割合

① 2 0 ％未満 
② 2 0 ～5 0 ％未満 
③ 5 0 ～1 0 0 ％未満 
④ 1 0 0 ％ 
⑤ 導入し て い な い （ ０ ％）  
⑥ わから な い  

消費する 電力のう ち 再生可能エネルギーが占める 割合は、「 導入し ていない（ 0 ％）」 が

最も 多く 52 者で あり 、 以下、「 20 ％未満」 が 6 者、「 50 ～ 100 ％未満」 が 2 者、「 20 ～

50 ％未満」及び「 100％」がそれぞれ1 者であっ た。 なお、「 わから ない」が48 者であっ た。

問 10　 温室効果ガス削減へ取り 組むう えでの課題について【 複数回答】

43

9

22

8

43

3

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

温室効果ガス削減に取り 組む上での課題

① 担 当者 の 知識 、 担当 者へ の 教育
不足 

② 関連部署と の調整の難し さ  
③ ハー ド ウ ェ ア のコ ス ト の問題 
④ 人件費の問題 
⑤ 特に な い  
⑥ そ の他 

28

0 1 1

76
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① ② ③ ④ ⑤

① 二酸化炭素 
② メ タ ン  
③ 一酸化二窒素 
④ 代替フ ロ ン 類 
⑤ わから な い  
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温室効果ガス削減へ取り 組むう えでの課題については、「 担当者の知識、 担当者への教

育不足」 が最も 多く 43 者であっ た。 以下「 ハード ウェ アのコ スト の問題」が 22 者、「 関連

部署と の調整の難し さ 」 が 9 者、「 人件費の問題」 が 8 者であっ た。 また、43 者が「 特にな

い」 と し ていた。 その他の意見と し ては、

・ 　 内容の把握ができ ていない

・ 　「 温暖化し ている」 と いう こ と あり き で進んでいる点が問題

・ 　 なるべく 屋根に太陽光発電パネルを 設置し ています

と の回答であっ た。

問 11　 温室効果ガス削減へ取り 組むう えでの課題を 解決する ために必要な情報や支援につ

いて【 複数回答】

44

26

21

30

0
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50

① ② ③ ④ ⑤

課題を解決するために必要な情報や支援等

①  知 識や情報を 取得す る た めの 研修会
等 

②  再 生可能エ ネ ルギ ー 電力供給 に 関す
る 2 1  
資料 

③  電 気自動車や 充電設備な ど 設 備・ 機
器等のハー ド ウ ェ ア に 関す る 情報 

④ 他事業者の取組に 関す る 事例 
⑥ そ の他 

課題を 解決する ために必要な情報や支援等については、「 知識や情報を 習得するための

研修会等」 が最も 多く 44 者であっ た。 以下「 他事業者の取組に関する事例」が 30 者、「 再

生可能エネルギー電力供給に関する資料」が 26 者、「 電気自動車や充電設備など設備・ 機

器等のハード ウェ アに関する情報」 が 21 者であっ た。

問 12　 太陽光発電や蓄電池への関心について【 複数回答】

64

24
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

太陽光発電や蓄電池のどのよう なと こ ろ に関心があるか

①  停 電 時 で も 事 務 所 の 機 能 が 維 持 さ
れる  
② 環境に 配慮し た 経営がで き る  
③  屋 根 に 日 陰 が で き 冷 房 の 効 き が 良

く な る  
④ 電気代が安く な る  
⑥ デ マ ン ド 値が低く な る  
⑥  社 会 か ら 環 境 に や さ し い 企 業 と し

て 評価がも ら え そ う  
⑥ そ の他 
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太陽発電や蓄電池に対する 関心について、「 停電時でも 事務所の機能が維持さ れる 」 が

最も 多く 64 者であっ た、 以下、「 電気代が安く なる」 が 53 者、「 環境に配慮し た経営がで

き る」 が 24 者、「 社会から 環境にやさ し い企業と し て評価がも ら えそう 」 が 20 者、「 屋根

に日陰ができ 冷房の効き が良く なる」 が 13 者、「 デマンド 値が低く なる」 が 1 者であっ た。

その他の意見と し て

・ 　 個人事業でメ リ ッ ト がないよう に思う 。

・ 　 太陽光発電システムの更なる発展発達に期待を し ている。

・ 　 不要

などの回答があっ た。

問 13　 PPA 事業への関心について

PPA 事業への関心については、「 関心がない」 が最

も 多く 44 者で あっ た。 以下、「 少し 関心がある 」 が

42 者、「 ある（ 詳し く 聞き たい）」 が 19 者であっ た。

問 14　 太陽光発電設備・ 蓄電池の設置状況について

①, 4 ②, 1
③, 1

④, 15

⑤, 89

太陽光発電設備・ 蓄電池の設置状況

① 太陽光発電設備を 設置 
② 太陽光発電設備及び 蓄電池の両方を 設置 
③ 蓄電池を 設置 
④ ど ち ら も 設置し て い な い が今後導入予定 

で あ る 。  
⑤ ど ち ら も 設置し て い な い し 、 今後も 導入予 

定はな い 。  

太陽光発電設備等の設置状況については、 ４ 者が太陽光発電設備のみの設置を し てお

り 、 蓄電池のみを設置し ている者が 1 者、 太陽光発電設備及び蓄電池を設置し ている者が

1 者であっ た。 また、 今後導入を 予定し ている 者が15 者、 今後も 導入を 予定し ていない

者が 89 者であっ た。

ある（ 詳し く 聞き たい） , 

19

少し 関心がある, 42

関心がない, 44

Ｐ Ｐ Ａ 事業への関心
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問 15　 太陽光発電設備及び蓄電池のどら も 今後も 導入を予定し ない理由について【 複数回答】
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

今後も 太陽光発電設備、 蓄電池を導入し ない理由
① 導入コ ス ト がかかる から  
②  塩 害 や 台 風 等 に よ る 破 損 の 可 能 性 が

高い と 思う から  
③  自 社 で 使 用 す る 電 力 を 太 陽 光 発 電 設

備のみで は賄え な い と 思う から  
④  設 備 投 資 し た 分 を 回 収 で き な い と 思

う から  
⑤  金 銭 的 、 環 境 的 に ど の く ら い メ リ ッ

ト があ る か情報がな い から  
⑥  太 陽 光 は 天 候 に 左 右 さ れ 安 定 的 に 電

力が供給で き な い と 思う から  
⑦  維 持 管 理 に ラ ン ニ ン グ コ ス ト が か か

る から  
⑧ 廃棄処分に 手間がかかる と 思う から  
⑨ 景観を 損な う から  
⑩ そ の他 

太陽光発電設備、 蓄電池と も に今後も 導入を 予定し ない理由については、「 導入コ スト

がかかる 」 が最も 多く 52 者であり 、 次いで「 塩害や台風等によ る 破損の可能性が高いと

思う から 」 で 43 者であっ た。 以下、「 金銭的、 環境的にどのく ら いメ リ ッ ト があるか情報

がないから 」 が 27 者、「 維持管理にラ ン ニン グコ スト がかかる から 」 26 者、「 廃棄処分に

手間がかかると 思う から 」 25 者、「 設備投資を し た分を回収でき ないと 思う から 」 24 者の

順で、 経済的な懸念が主な理由と なっ ている。

その他、「 家屋が古く リ フ ォ ームが必要、 屋根の向き や形状が不適」、「 賃貸物件のため」

などの意見があっ た。

問 16　 電気自動車または電気自動車の充電設備の設置状況について

①, 0
②, 5

③, 0

④, 3

⑤, 12

⑥, 88

電気自動車の導入・ 充電設備の設置

① 電気自動車があ る  
② 電気自動車と 充電設備両方があ る  
③ 充電設備があ る  
④ ど ち ら も 導入 し て い な い が、 電気自

動車は導入予定で あ る  
⑤  ど ち ら も 導入 し て い な い が、 電気自

動車及び 充電 設備の両 方を 導入予定
で あ る 。  

⑥  ど ち ら も 導入し て い な い し 、 今後も
導入予定はな い  

電気自動車及びその充電設備の設置状況については、「 どちら も 導入し ていないし 、 今

後も 導入予定はない」 が最も 多く 88 者であっ た。 以下、「 どちら も 導入し ていないが、 電

気自動車及び充電設備の両方を 導入予定である 」が 12 者、「 電気自動車と 充電設備の両方

がある」が5 者、「 どちら も 導入し ていないが、電気自動車は導入予定である」が3 者であっ

た。

なお、 充電設備については、 急速充電設備 1 台（ 250kW ）、 普通充電設備（ 4kw ）であっ

た。
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問 17　 電気自動車および充電設備について、 今後も 導入予定はないと し た理由について【 複

数回答】
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥

電気自動車を導入し ない理由

① 導入コ ス ト かかかる から  
② 燃料車よ り も 航続距離が短い から  
③ 電気自動車の充電ス ポ ッ ト が少な い から
④ 燃料車よ り 長期間の運用に 不安があ る か

ら  
⑤ 蓄電池の交換が高価だ から  
⑥ そ の他 

電気自動車およ び充電設備を 導入し ない理由については、「 導入コ スト がかかる から 」

が最も 多く 55 者であっ た。 以下、「 電気自動車の充電スポッ ト が少ないから 」が31 者、「 燃

料車より 長期間の運用に不安があるから 」が22 者、「 蓄電池の交換が高価だから 」が14 者、

「 燃料車よ り も 航続距離が短いから 」 が 13 者であっ た。 その他の意見と し て、「 特に必要

と し ない（ 3 者）」、「 高齢だがから（ 3 者）」、「 普及し たら 使用する」 などがあっ た。

問 18　 高効率照明器具（ LED 照明、 低圧ナト リ ム

ラ ン プ、 無電極ラ ン プ 等）の設置状況につ

いて

高効率照明器具の設置状況については、「 20％

未 満 導 入 」 が 最 も 多 く 30 者、 以 下「 50 ～

100％未満」が27 者、「 20 ～ 50％未満」が21 者、

「 100% 導入」 が 11 者であっ た。

問 19　 省エネ型設備の導入状況について

43

4

4

0

3

43

45

13
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52

8

40

63

78

31

15

13

14
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11

0% 20% 40% 60% 80% 100%

空調設備

給湯器

ボイ ラ ー

太陽熱温水器

換気設備

省エネ設備の導入状況

省エネ型 通常型 持っ ていない わから ない

20％未満

導入, 30

20~ 50%未満

導入, 215-~ 100未満

導入, 27

100％導入, 11

全く 導入し て

いない, 17

わから ない, 6

高効率照明器具の設置状況
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省エネ設備の導入状況については、 空調設備では省エネ型及び通常型がそれぞれ全体

の約４ 割を 占めていた。 その他、 給湯器、 ボイ ラ ー、 換気設備については、 省エネ型が

１ 割に満たなかっ た。

問 20　 太陽光発電や蓄電池の導入に係る補助金について

太陽光発電設備や蓄電池について、「 行政

から 100 ％補助が出れば導入する 」 が最も

多く 47 者で あっ た。 以下、「 補助金の有無

に関わら ず導入し ない」 が 26 者、「 行政から

2/3 以上補助金が出れば導入する 」 が 24 者、

「 行政から 1/2 以上補助金が出れば導入す

る」 が 5 者であっ た。

そ の他、「 店舗の老朽化」、「 屋根の形状、

向き が不適」、「 メ リ ッ ト がある かわから な

い」、「 奄美には向かない」 など の意見があっ

た。

問 21　 電気自動車の購入に係る補助金について

電気自動車について、「 行政から 100 ％

補助が出れば導入する 」 が最も 多く 32 者

であっ た。 以下、「 補助金の有無に関わら

ず導入し ない」 及び「 行政から 2/3 以上補

助金が出れば導入する 」 が同数で それぞ

れ 29 者、「 行政から 1/2 以上補助金が出

れば導入する」 が 15 者であっ た。

①, 47

②, 24
③, 5

, 26

⑤, 8

太陽光発電設備等に係る補助金について

① 行政から 1 0 0 ％補助金が出れば導入す る
② 行政 から 2 /3 以上補 助金が出れば導入

す る  
③ 行政 から 1 /2 以上補 助金が出れば導入

す る  
④ 補助金の有無に 関わら ず導入し な い  
⑤ そ の他 

①, 32

②, 29

③, 15

, 29

⑤, 0

電気自動車に係る補助金について

① 行政から 1 0 0 ％補助金が出れば導入す る  
② 行政から 2 /3 以上補助金が出れば導入す る
③ 行政から 1 /2 以上補助金が出れば導入す る
④ 補助金の有無に 関わら ず導入し な い  
⑤ そ の他 



資料編

第
一
章

第
二
章

第
三
章

第
四
章

第
五
章

第
六
章

資
料
編

資料編－ 25

問 22　 省エネ診断の実施状況及び省エネ診断への関心について

省エネ診断の実施については、「 予定はないが、 行政から 補助金があれば検討し たい」

が最も 多く 45 社であっ た。 以下、「 今後も 実施予定はない、 し たく ない。」 が 35 者、「「 実

施予定はないが興味がある」 が 29 者であっ た。「 実施し たこ と がある」 が 1 者であっ た。

①, 1 ②, 0

③, 29

④, 45

⑤, 35

省エネ診断の実施について

① 実施し た こ と があ る  
② 実施予定で あ る  
③ 実施予定はな い が興味があ る 。  
④ 実施予定はな い が、 行政から 補助金があ れば 
  検討し た い  

⑤ 今後も 実施予定はな い 、 し た く な い 。  

問 23　 上記以外で脱炭素に向けた取組や省エネ行動等について【 自由意見】

・ 　 建物のメ ンテナンスを 行っ ている。

・ 　 買物ポリ 袋はも ら わな い、 生ゴ ミ はすべて 水で 洗い流し て 仕分けし て だす。 小さ 　

な事に意識し て取り 組んでおり ます。

・ 　 買物や用事が無ければ車はな る べく 乗ら な い。 バス を 利用する。 脱炭素や省エ ネ　

行動等の教育を受ける機会が無い。

・ 　 ルート 効率を よ く し て 無駄に走り ま わら な い。 定時で 帰る し く み、 も し く は定時　

前でも 帰れるし く みを確率し ていけばそれだけで取組と いえると 思う 。

・ 　 機械不使用時や在室し て いない時は全て 電源を 切る よ う にし て いる 。 自社所有の　

山林がある ので維持管理に努め温室効果ガス吸収に少し でも 役立てば良いと 思っ てい

る。

・ 　 ボイ ラ ーを 省エネタ イ プに変える以外はなかなかやり 様がない。

・ 　 会員組織で ある ため、 導入等について 同意が必要で ある が、 先進事例と し て 取組　

し 、 会員に広めたいと は思う 。

・ 　 日常生活での心がけ（ ゴミ 出し ）

・ 　 閉店時間を 早めにする。

・ 　 再生紙使用・ 休憩時間の消灯

・ 　 船舶について、 設備投資を 行い環境負荷の少な く 燃費の良いも のに更新し た。 現　

場でのグリ ーンカ ーテン。 冷暖房設備の更新。
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自治体への要望等について

問 24　 脱炭素に向けた取組・ 施策や温暖化対策の実行計画について市への意見や要望

・ 　 奄美市が脱炭素に関するどのよう な取組、 目標があるのか知り たい

・ 　 奄美市は金が少な いから 、 国から 予算を 引っ 張っ て金が出る なら 電気化し て も い　

いが、 電気自動車より ハイ ブリ ッ ド のほう が脱炭素にいいぞ。

・ 　 脱炭素への取り 組みも 大事である と 思う が、 福祉の分野や困窮家庭の補助制度等　

の確立も 同じ よう な熱量で同時進行で行っ てほし い。

・ 　 新たな取組には新たな 予算がつき 、 それがチャ ン スと な る 企業も 現れる ので し ょ 　

う 。 その予算が適切で誠実な企業に行き 渡る こ と 、 奄美の将来になる ための試みに使

われるこ と を 切にお願いいたし ます。

・ 　 補助金の説明が、 あれば色々会員に周知でき ると 思う 。

・ 　 市と し てど の様な 方向性を 目指し ている のかわから ないのでわかり やすく 広報し 　

てほし い。

・ 　 小規模事業者が単独で取り 組むには荷が重いし 、 情報がない

・ 　 太陽・ 風力代替エネルギーと EV チャ ージャ ーのイ ンフ ラ 整備の計画・ 実行

・ 　 必要性を 感じ ない太陽光発電や蓄電池を 導入さ せる

・ 　 事業所向けから 早い段階で 太陽光発電や蓄電池を 導入さ せる こ と でかな り の脱炭　

素になるかと 思います

・ 　 具体的なアナウンス等告知活動

・ 　 日照時間（ 降雨量）や台風など奄美の気候にあっ た対策や取り 組みの提案、 情報　 な

ど教えて欲し い。

・ 　 細かいこ と はわかり ま せんが、 で き る だけ環境にいいも のに変え て いま す。 そう 　

いう も のが一般的になれば、 知識がなく ても 脱炭素に取り 組めると 思います。 そし て、

電気など LED への変更において、 器具を 変えなければなら ない場合は、 補助金などが

あると あり がたいです。

・ 　 CO2 が地球温暖化の直接的原因では無いと 思いますなぜなら 太古の地球は現代の地

球よ り 平均気温が高く 、CO2 も 現代よ り 多かっ たと いう 研究データ も ある から です。

また太陽光発電設備に関し ては、 発電効率が悪く 、 メ ガソ ーラ ーなどは山林を 伐採す

る などし て設置する ため、 環境破壊に繋がる と 考えら れます。 さ ら には太陽光パネル

で使用さ れている 金属の中には、 銅やカ ド ミ ウムなど 有害物質を 含んでおり 、 環境や

人体に悪影響を 及ぼす可能性が高いです。 太陽光パネルは熱に弱いため、 太陽光が強

く 台風が頻繁に通過する 奄美では特に不向き であり 、 処分する 過程においては、 太陽

光パネルも 電気自動車のバッ テリ ーも 大量の燃料を 消費する と 考えら れる ので、 地球

環境に配慮するための活動と し ては本末転倒だと 思います。

・ 　 環境技術協会が行っ て いる かごし ま エコ フ ァ ン ド を 導入し て欲し い 、 現状は公共　

工事において排出量取引を 行う が奄美市が実施し ていないので屋久島や霧島市から 購

入し ている。

・ 　 燃える ごみの分別を 細かく し たり 生ゴ ミ の量を 減ら す努力を し て ゴ ミ 処理場の処　

分にかかる 燃料を 減ら す、 また化石燃料以外を 使っ て焼却する。 公用車を ガソ リ ン 車

以外にする。 庁舎や駐車場の一部で自然エネルギー発電を行う 。

・ 　 分かり やすい説明が市民に届く よう な広報
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・ 　 私の車の買いかえ がある こ ろ ま で に電気自動車の補助金を 少し でも 多く し てほし 　

い。

・ 　 も っ と 分かり やすく も っ と 身近な 地球温暖化対策の方法を 浸透さ せる 必要があり 　

ます。 ゴミ の堆肥化（ 家庭のなかで） 各家庭に太陽光発電の推進（ 無料化） 電気自動車

化への補助金拡大。 ビルの壁面緑化事業。

・ 　 温暖化対策は実行し てほし い。

・ 　 奄美大島は自然豊かな 島ですが市と し て の大き な 取組、 プ ロ ジェ ク ト が必要では　

ないかと 思います。 大き なプロジェ ク ト と いう と 掛け声大き く なると いう のではなく 、

例えば家庭ゴミ の減量が全世帯あわせる と 市役所の建物何個分になる と か、 具体的で

納得でき るも のにすべき かと おも います。

・ 　 それを学ぶ機会が少ない。 市役所の何科に行けば教えても ら えますか？

・ 　 バイ オガス 発電、 こ れは期待はも て る ので はな いか。 今後は中長期的な 視点で コ 　

スト を 抑えていく こ と に知恵を 出し 合い、 それに対し て正し い形の設備投資を 行っ て

いただき たい。 太陽光はこ れ以上進めてほし く ないですね。 先にも 書いたよ う に廃棄

の問題が確率さ れていない。 景観も 悪いし 、 阿蘇のよ う になっ ては元も 子も ない。 も

し 再エネを 押し 進める のであれば「 経済発展」 と いう 言葉は今後使用し ない方が良いで

し ょ う 。 こ の意味は読んだ方も 考えてく ださ い。

・ 　 各種取組や実施計画について関連企業への広報を強化し て頂き たい。

・ 　 温暖化によ る 夏の異常な 暑さ は、 今のう ち に対策を と る こ と は緊急の事で ある と 　

思います。

・ 　 EV 、PHEV 、 その充電設備導入への市独自の補助金に期待し ます。

・ 　 市内を 運行する 公共バス は島バス だけだと 思いま すが、 市の運営にし て全て 電気　

自動車にする。 自家用車の使用回数を 減ら す為に街中巡回バスにし て停留場を 増やせ

ば老人達の買物も し やすいと 思う 。 旧名瀬市はほと んど密な街並みなのでコ ン パク ト

シティ の見本みたいな街になると 思う 。
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